[bookmark: _GoBack]（特別管理）産業廃棄物収集運搬業許可申請（新規・更新）に伴う添付書類
（申請に当たっては、申請書（第１面～第３面）に以下の書類を添付すること。）
	No.
	添　　付　　書　　類
	ﾁｪｯｸ

	１
	事業計画の概要を記載した書類

（石綿含有産業廃棄物、自動車等破砕物、水銀使用製品産業廃棄物、水銀含有ばいじん等を扱う場合は、他の産業廃棄物と分け別行に記載すること。）
	第１号
	

	
	
	第２号
	

	
	
	第３号
	

	
	
	第４号
	

	
	
	第５号
	

	２
	申請者が法人の場合
	定款又は寄付行為の写し
(原本と相違ない旨記載し押印したもの。)
	

	
	
	履歴事項全部証明書
（法人登記）
	

	
	・法人の役員（監査役含む）
・政令使用人
・役員に準じる支配力を有すると認められる者
(申請書第３面に記載した百分の五以上の株式を有する株主又は出資者、第２面に記載した登記外の相談役、顧問等)の
①住民票（本籍地の記載があるもの）
②登記事項証明書（後見登記）
	①住民票
（本籍省略不可）
	

	
	
	②登記事項証明書
（登記されていないことの証明書）
	

	
	役員に準じる支配力を有すると認められる
者が法人の場合は登記事項証明書（法人登記）
	登記事項証明書
（法人登記）
	

	３
	「収集運搬を的確に行うに足りる知識及び技能を有する」ものを説明する書類：（財）日本産業廃棄物処理振興センターが実施している講習会の「収集運搬課程」の修了証の写し
· 新規講習会の修了証
（申請日から５年以内に受講したものに限る。）
· 更新講習会の修了証
（申請日から２年以内に受講したものに限る。）
	講習会修了証写し
（※申請書を提出される際に、原本確認が必要なので、修了証の原本を持参すること。）
	

	４
	収集運搬車両のカラー写真（更新、変更許可の場合には、法施行令規定の表示事項が確認できる写真を添付すること）
	第６号
（収集運搬車輌
　のカラー写真）
	

	
	（賃借の場合）車両の使用承諾書（第６号－２）
	第６号－２
（使用承諾書）
	

	
	運搬車両、運搬船、貨車等の運搬施設の車検証の写し
	車検証の写し
	

	５
	運搬容器等（飛散防止用シートも含む）のカラー写真
	第７号
	

	６
	事業の開始に要する資金の総額及び資金の調達方法を記載した書類
	第８号
（該当なき場合も、その旨記載し提出
すること。）
	




	
７
	（申請者が法人の場合）
申請する直前３年間の各事業年度の
・貸借対照表
・損益計算書
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
・納税証明書[その１]（法人税（国））
	貸借対照表
	

	
	
	損益計算書
	

	
	
	株主資本等変動計算書
	

	
	
	個別注記表
	

	
	
	納税証明書
	

	８
	（申請者が個人の場合）
・資産に関する調書
・直前３年間の納税証明書[その１]（所得税（国））
	第９号
	

	
	
	納税証明書
	

	９
	申請者（法人の場合は、役員（監査役含む）、政令使用人及び役員に準じる支配力を有すると認められる者(百分の五以上の株式を有する株主又は出資者、相談役、顧問等)を含む）が法第１４条５項第２号イからヘまでに該当しない旨を記載した書類（誓約書）
	第１０号
	

	１０
	事務所・事業場の付近の見取図（事務所等を中心とし半径２㎞以内）（第１１号）
	第１１号
	

	１１
	・車庫の見取図（第１２号）
・車庫の土地の登記事項証明書（不動産登記）
（登記事項証明書の地目が「田」「畑」となっているものに関しては、農地転用許可が確認できる書類を添付すること。）

賃借の場合は、以上に加え
・土地の使用承諾書（第１２号－２）
	第１２号
（車庫の見取図）
	

	
	
	登記事項証明書
（不動産登記）
	

	
	
	第１２号－２
（使用承諾書）
	

	１２
	（更新許可申請又は変更許可申請の場合）
変更・更新前の許可証の原本
	許可証の原本
	

	１３
	添付書類の第１号における予定運搬先の処理業者の許可証の写し（運搬先が熊本県知事の許可業者である場合は提出不要。ただし、熊本市長の許可業者の場合は必要。）
	許可証の写し
	



＜添付書類の取扱い＞
　○　５年ごとの更新許可申請の際の添付書類は、新規許可申請時と同じ書類が必要です。
· 法務局、税務署、県及び市町村等の公的機関が発行する書類については発行日から３か月以内のものに限る（コピー不可）。
· 先行許可証(原本及び写し)を提出する場合、住民票、登記されていないことの証明書、誓約書及び法人株主の場合の法人登記事項証明書の省略が可能ですが、その場合においても、住民票の写しのコピー（本籍地に変更のないもの）及び法人株主の登記事項証明書（法人住所及び名称に変更のないもの）の写しの提出が必要です。
